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育児休業職員の配置換による減

育児休業職員の配置換による増

退職不補充による減

職 員 数
主 な 増 減 理 由

対前年
増減数平成26年 平成25年

区　分

5 特別職の報酬などの状況（平成26年4月1日現在）
区　　分

町　長

副町長

議　長

副議長

議　員

町　長

副町長

議　長

副議長

議　員

町　長

副町長

729,000円

625,500円

300,000円

260,000円

240,000円

（平成26年度支給割合）
4.10月分

（平成26年度支給割合）
4.10月分

退職時給料月額×100分の500×4年

（算定方式）

退職時給料月額×100分の300×4年

退職時

（支給時期）

退職時

14,580,000円

（1期の手当額）

7,506,000円

給　

料

報　

酬

期
末
手
当

退
職
手
当

給 料 月 額 な ど

（注）退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額と支給率に基づ
き、1期（4年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額です。

（1）部門別職員数の状況と主な増減理由

（3）職員数の推移

6 職員数の状況

（注）［　］内は、条例定数の合計です。
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構成比
5年前の構成比

％
（2）年齢別職員構成の状況（平成26年4月1日現在）
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